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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 放射性廃棄物ワーキング

グループ（第 36 回） 

 

○ 日時 ：令和４年４月７日（木曜日）10時 30分～12時 30分 

○ 場所 ：経済産業省本館 17階第１特別会議室及びオンライン 

 

出席者 

（委員） 

高橋委員長、伊藤委員、鬼沢委員、寿楽委員、高野委員、德永委員、長谷部委員、 

三井田委員、村上委員、吉田委員 

（事務局） 

小澤首席エネルギー・地域政策統括調整官、下堀放射性廃棄物対策課長 

（オブザーバー） 

原子力発電環境整備機構（NUMO） 近藤理事長、伊藤理事 

電気事業連合会 佐々木副会長・最終処分推進本部長 

 

議題 

最終処分に関する最近の取組と今後の対応課題 

 

議事概要 

１．文献調査の評価について 

⚫ 専門家による丁寧な評価が重要。「科学的特性マップ」策定時の地層処分技術ワーキング

グループでの議論が一案ではあるが、ミッションの違いから、メンバー構成等について

は再検討が必要ではないか。 

⚫ しっかりと技術的考察を行うことは必要だが、処分場としての適地か否かは段階的な調

査によって初めて明らかになるものであり、文献調査ではっきりさせられることには限

りがあるという点に留意が必要。 

⚫ 地域固有のデータによって分かること／分からないことが明らかとなる。それらをどう

解釈すべきかについて、NUMOとして考え方をまとめ、専門家で評価していくことが重

要。最初の調査であることから、良い形でリファレンスを作る意識で取り組むべき。 

⚫ 技術的・専門的な観点から評価できる場は重要ではあるが、そこでの議論の成果につい

ては、地域の住民の方々にとって有益な材料となるような形で提供されることが重要。 

 

２．北海道２町村の「対話の場」等について 

⚫ 中立性の観点からは、事務局は第三者機関であるべき。また、議論の公平性等を評価す

る機関があってもよいのではないか。その意味でも議論の透明性の確保は重要。 

⚫ 海外の事例を参考に規制当局の参加も検討するべき。 

⚫ 地層処分事業に慎重な専門家も招聘し、説明の機会を設けるべき。 

⚫ 少人数のテーブルワークの形の方が、議論が活発となる。 

⚫ 派生した対話活動については、地域の方が広く参加しやすい工夫をすべき。 



2 

 

３．文献調査の実施地域の拡大に向けた取組について 

⚫ 岩内町でのシンポジウムのように、寿都町・神恵内村で今何が行われているかについ

て、もっと周知していくべき。全国の自治体も関心があるのでは。 

⚫ 文献調査に係る国からの申し入れの積極的な検討も重要ではないか。 

⚫ 全国理解の観点からは、ジオラボ号等の有効活用など、子ども向けの教育が重要。 

 

４．その他 

⚫ このワーキンググループについては、定期的に開催するべき。 

⚫ 処分地選定プロセスについては、技術的に先へ進み得ないパターンも想定されるとこ

ろ、丁寧な説明・発信が需要。 

⚫ 国・NUMOは、地域に対して、処分事業の検討に十分な情報をインプットするべき。 

⚫ 最終処分法や基本方針などに基づき、改善すべき点や是正すべき点については、検討し

ていくべき。 

 

お問合せ先 

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課 

電話：03-3501-1992 

FAX：03-3501-1840 

 


